
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 事
 

 
務

 
 

連
 

 
絡

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 令

和
３

年
12

月
27

日
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

日
本

弁
護

士
連

合
会

 
 

日
本

司
法

書
士

会
連

合
会

 
 

 
 

日
本

土
地

家
屋

調
査

士
会

連
合

会
 

 
日

本
税

理
士

会
連

合
会

 
 

 
全

国
社

会
保

険
労

務
士

会
連

合
会

 
 

日
本

弁
理

士
会

 
 

日
本

海
事

代
理

士
会

 
 

日
本

行
政

書
士

会
連

合
会

 
   

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 総
務

省
自

治
行

政
局

住
民

制
度

課
 

   
  

  
情

報
通

信
技

術
の

活
用

に
よ

る
行

政
手

続
等

に
係

る
関

係
者

の
利

便
性

の
向

上
並

び
に

行
政

運
営

の
簡

素
化

及
び

効
率

化
を

図
る

た
め

の
行

政
手

続
等

に

お
け

る
情

報
通

信
の

技
術

の
利

用
に

関
す

る
法

律
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法

律
の

一
部

の
施

行
期

日
を

定
め

る
政

令
等

に
つ

い
て

（
周

知
依

頼
）

 
  

時
下

ま
す

ま
す

御
清

祥
の

こ
と

と
お

慶
び

申
し

上
げ

ま
す

。
 

 
さ

て
、
標

記
に

つ
き

ま
し

て
、
別

添
の

と
お

り
令

和
3
年

11
月

25
日

付
け

総
行

住
第

14
3

号
総

務
省

自
治

行
政

局
長

通
知

を
発

出
し

ま
し

た
。

 
 

内
容

と
し

ま
し

て
は

、
戸

籍
の

附
票

の
記

載
事

項
の
「

出
生

の
年

月
日

」
及

び
「

男
女

の
別

」

の
追

加
、

戸
籍

の
附

票
の

写
し

及
び

戸
籍

の
附

票
の

除
票

の
写
し

の
交

付
に

係
る

取
扱

い
の

変
更

に
つ

い
て

、「
公

布
の

日
か

ら
起

算
し

て
3
年

を
超

え
な

い
範

囲
内

に
お

い
て

政
令

で
定

め
る

日
」

と
さ

れ
て

い
た

期
日

を
令

和
4
年

1
月

11
日

に
定

め
た

も
の

で
す

。
 

 
つ

き
ま

し
て

は
、
各

会
員

へ
の

周
知

に
御

協
力

を
賜

り
ま

す
よ

う
お

願
い

申
し

上
げ

ま
す

。
 

     

御
中

 

（
連

絡
先

）
 

 
自

治
行

政
局

住
民

制
度

課
 

 
担

当
：

平
野

係
長

 

 
 

 
 

市
川

事
務

官
 

 
 

 
 

中
澤

事
務

官
 

 
電

話
：
0
3
-
5
2
5
3
-
5
5
1
7（

直
通

） 

 
F
A
X：

0
3
-
5
2
5
3
-
5
5
9
2
 

デジタル手続法第９号施行日（令和４年１月１１日）において施行される改正内容

上記②（戸籍の附票の写し及び戸籍の附票の除票の写しの交付に係る取扱いの変更）の内容

・本人等請求（住基法第20 条第１項）
市町村長は、特別の請求がない限り、戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報の記載を省略したものを交付する
ことができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する第12 条第５項】

・公用請求（住基法第20 条第２項）
市町村長は、特別の請求がない限り、戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報の記載を省略したものを交付する
ことができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する第12 条の２第４項】

・第三者申出（住基法第20 条第３項）
戸籍の附票の写しの利用の目的を達成するため戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報が必要である場合には、
申出者からの申出により市町村長が表示することができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する
第12 条の３第７項及び第８項】

・特定事務受任者からの申出（住基法第20 条第４項）
戸籍の附票の写しの利用の目的を達成するため戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報が必要である場合には、
申出者からの申出により市町村長が表示することができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する
第12 条の３第７項及び第８項】

※戸籍の附票の除票の写しの交付については、住基法第２１条の３を参照

①戸籍の附票の記載事項の「出生の年月日」及び「男女の別」の追加（住基法第１７条）
②戸籍の附票の写し及び戸籍の附票の除票の写しの交付における戸籍の表示（住基法第１７条
第１号）及び在外選挙人名簿情報（住基法第１７条の２第１項）の取扱いの変更

業
務
情
報

業 務 情 報
総

行
住

第
１

４
３

号
 

令
和
３
年
１
１
月
２
５
日

  
   

各
 

都
 

道
 

府
 

県
 

知
 

事
 

殿
 

 
各

 
指

 
定

 
都
 

市
 

市
 

長
 

殿
 

   
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

  
  

  
  

  
  

  
  
 
 
 

  
総

 務
 省

 自
 治

 行
 政

 局
 長

  
（

公
印

省
略

）
 

 
 

 
  

情
報

通
信

技
術

の
活
用

に
よ

る
行

政
手

続
等

に
係

る
関

係
者

の
利

便
性

の
向

上
並

び
に

 
行

政
運

営
の

簡
素

化
及

び
効

率
化

を
図

る
た

め
の

行
政

手
続

等
に

お
け

る
情

報
通

信
の

 
技

術
の

利
用

に
関

す
る

法
律

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
の

一
部

の
施

行
期

日
を

 
定

め
る

政
令

等
に

つ
い

て
（

通
知

）
 

   
「

情
報

通
信

技
術
の

活
用

に
よ

る
行

政
手

続
等

に
係

る
関

係
者

の
利

便
性

の
向

上
並

び
に

行
政

運
営

の
簡

素
化

及
び

効
率
化

を
図

る
た

め
の

行
政

手
続

等
に

お
け

る
情

報
通

信
の

技
術

の
利

用
に

関
す

る
法

律
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

」
（

令
和

元
年
法

律
第

１
６

号
。

以
下

「
デ

ジ
タ

ル
手

続
法

」
と

い

う
。

）
第

２
条

に
よ
る

住
民

基
本

台
帳

法
（

昭
和

４
２

年
法

律
第

８
１

号
）

の
一

部
改

正
等

に
つ

き
ま

し
て

、
本

日
、

下
記
の

政
令

が
公

布
さ

れ
ま

し
た

。
 

貴
職

に
お

か
れ

て
は
、

下
記

の
事

項
に

つ
き

、
貴

都
道

府
県

内
の

指
定

都
市

を
除

く
市

町
村

（
特

別

区
を

含
む

。
）

に
対
し

て
も

こ
の

旨
周

知
願

い
ま

す
。

 
 

記
 

 第
１

 
情

報
通

信
技
術

の
活

用
に

よ
る

行
政

手
続

等
に

係
る

関
係

者
の

利
便

性
の

向
上

並
び

に
行

政
運

営
の

簡
素

化
及

び
効
率

化
を

図
る

た
め

の
行

政
手

続
等

に
お

け
る

情
報

通
信

の
技

術
の

利
用

に
関

す

る
法

律
等

の
一

部
を
改

正
す

る
法

律
の

一
部

の
施

行
期

日
を

定
め

る
政

令
（

令
和

３
年

政
令

第
３

１

２
号

）
 

デ
ジ

タ
ル

手
続

法
附
則

第
１

条
第

９
号

に
掲

げ
る

規
定

（
戸

籍
の

附
票

の
記

載
事

項
の

追
加

等
に

係
る

規
定

）
の

施
行
期

日
を

令
和

４
年

１
月

１
１

日
と

し
た

こ
と

。
 

 
第

２
 

情
報

通
信

技
術

の
活

用
に

よ
る

行
政

手
続

等
に

係
る

関
係

者
の

利
便

性
の

向
上

並
び

に
行

政
運

営
の

簡
素

化
及

び
効
率

化
を

図
る

た
め

の
行

政
手

続
等

に
お

け
る

情
報

通
信

の
技

術
の

利
用

に
関

す

る
法

律
等

の
一

部
を
改

正
す

る
法

律
附

則
第

四
条

第
二

項
及

び
第

六
項

の
政

令
で

定
め

る
日

を
定

め

る
政

令
（

令
和

３
年
政

令
第

３
１

３
号

）
 

住
民

基
本

台
帳

法
の
一

部
改

正
に

伴
う

経
過

措
置

を
定

め
る

デ
ジ

タ
ル

手
続

法
附

則
第

４
条

第
２

項
及

び
第

６
項

の
政
令

で
定

め
る

日
を

令
和

４
年

１
月

１
１

日
と

し
た

こ
と

。
 

 
 

  
  
 
日
行
連
発
第
１
３
７
３
号
 

令
和
３
年
１
２
月
２
７
日
 

 各
 
単
 
位
 会

 
長
  
 
様
 

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
 

会
 
長
 
常
 
住
 
 豊

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
総
務
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
部
 
長
 
宮
 
本
 
重
 則

 

 

デ
ジ
タ
ル
手
続
法
施
行
日
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
伴
う
 

戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
交
付
に
関
す
る
取
扱
い
の
変
更
に
つ
い
て
 

  標
記
の
件
に
つ
き
ま
し
て
、
今
般
、
政
府
よ
り
デ
ジ
タ
ル
手
続
法
施
行
日
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
法
が

改
正
さ
れ
、
令
和
４
年
１
月

11
日
よ
り
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に
記
載
さ
れ

る
事
項
が
変
更
さ
れ
る
旨
の
通
知
が
あ
り
ま
し
た
。
（
詳
細
は
、
別
添
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
）
 

具
体
的
に
は
、
施
行
日
以
降
に
、
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
、
自
治
体
の
窓
口
等
に
お
い
て
、
当
該
戸

籍
の
附
票
の
写
し
の
交
付
請
求
を
行
っ
た
際
に
、
交
付
さ
れ
る
写
し
の
取
扱
い
が
下
記
の
と
お
り
変
更
さ

れ
ま
す
。
 

つ
き
ま
し
て
は
、
各
単
位
会
に
か
れ
ま
し
て
所
属
会
員
へ
の
周
知
と
と
も
に
会
員
指
導
を
お
願
い
い
た

し
ま
す
。
 

な
お
、
本
会
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
当
該
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
対
応
し
た
職
務
上
請
求
書
の
様

式
改
訂
の
検
討
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
、
現
在
使
用
可
能
な
職
務
上
請
求
書
の
経
過
措
置
等

に
つ
い
て
も
検
討
を
行
っ
て
お
り
、
そ
の
取
扱
い
に
関
し
て
の
詳
細
は
、
決
ま
り
次
第
、
早
急
に
ご
案
内

申
し
上
げ
ま
す
。
 

恐
れ
入
り
ま
す
が
、
何
卒
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
 

 

記
 

 １
．
施
行
日
以
降
（
令
和
４
年
１
月

1
1
日
）
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に
記
載
さ
れ
る
事
項
 

 
①
氏
名
（
フ
ル
ネ
ー
ム
）、
②
住
所
、
③
住
所
を
定
め
た
年
月
日
、
④
生
年
月
日
、
⑤
性
別
 

 
 
※
今
般
の
改
正
に
伴
い
、
④
お
よ
び
⑤
が
追
加
さ
れ
ま
す
。
 

 ２
．
施
行
日
以
降
（
令
和
４
年
１
月

1
1
日
）
、
原
則
と
し
て
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に
記
載
さ
れ
な
い
事
項
 

 
⑥
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
⑦
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
 

 
 
※
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
利
用
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
、
⑥
お
よ
び
⑦
に
つ
い
て
の
記
載
が
必
要

で
あ
る
こ
と
を
請
求
者
が
申
し
出
た
上
で
、
市
長
村
が
認
め
る
と
き
は
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に

⑥
お
よ
び
⑦
が
記
載
さ
れ
ま
す
。
 

 

以
上

 
＜
別
添
＞
 

・
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の

簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る

法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
等
に
つ
い
て
（
周
知
依
頼
）

（
令
和
３
年

1
2
月

2
7
日
付
事
務
連
絡
.総
務
省
自
治
行
政
局
住
民
制
度
課
）
  

・
デ
ジ
タ
ル
手
続
法
第
９
号
施
行
日
（
令
和
４
年
１
月

11
日
）
に
お
い
て
施
行
さ
れ
る
改
正
内
容
 

・
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の

簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る

法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
等
に
つ
い
て
（
通
知
）
（
令

和
３
年

1
1
月

2
5
日
付
総
行
住
第

1
4
3
号
．
総
務
省
自
治
行
政
局
長
）
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 令

和
３

年
12

月
27

日
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

日
本

弁
護

士
連

合
会

 
 

日
本

司
法

書
士

会
連

合
会

 
 

 
 

日
本

土
地

家
屋

調
査

士
会

連
合

会
 

 
日

本
税

理
士

会
連

合
会

 
 

 
全

国
社

会
保

険
労

務
士

会
連

合
会

 
 

日
本

弁
理

士
会

 
 

日
本

海
事

代
理

士
会

 
 

日
本

行
政

書
士

会
連

合
会

 
   

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 総
務

省
自

治
行

政
局

住
民

制
度

課
 

   
  

  
情

報
通

信
技

術
の

活
用

に
よ

る
行

政
手

続
等

に
係

る
関

係
者

の
利

便
性

の
向

上
並

び
に

行
政

運
営

の
簡

素
化

及
び

効
率

化
を

図
る

た
め

の
行

政
手

続
等

に

お
け

る
情

報
通

信
の

技
術

の
利

用
に

関
す

る
法

律
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法

律
の

一
部

の
施

行
期

日
を

定
め

る
政

令
等

に
つ

い
て

（
周

知
依

頼
）

 
  

時
下

ま
す

ま
す

御
清

祥
の

こ
と

と
お

慶
び

申
し

上
げ

ま
す

。
 

 
さ

て
、
標

記
に

つ
き

ま
し

て
、
別

添
の

と
お

り
令

和
3
年

11
月

25
日

付
け

総
行

住
第

14
3

号
総

務
省

自
治

行
政

局
長

通
知

を
発

出
し

ま
し

た
。

 
 

内
容

と
し

ま
し

て
は

、
戸

籍
の

附
票

の
記

載
事

項
の
「

出
生

の
年

月
日

」
及

び
「

男
女

の
別

」

の
追

加
、

戸
籍

の
附

票
の

写
し

及
び

戸
籍

の
附

票
の

除
票

の
写
し

の
交

付
に

係
る

取
扱

い
の

変
更

に
つ

い
て

、「
公

布
の

日
か

ら
起

算
し

て
3
年

を
超

え
な

い
範

囲
内

に
お

い
て

政
令

で
定

め
る

日
」

と
さ

れ
て

い
た

期
日

を
令

和
4
年

1
月

11
日

に
定

め
た

も
の

で
す

。
 

 
つ

き
ま

し
て

は
、
各

会
員

へ
の

周
知

に
御

協
力

を
賜

り
ま

す
よ

う
お

願
い

申
し

上
げ

ま
す

。
 

     

御
中

 

（
連

絡
先

）
 

 
自

治
行

政
局

住
民

制
度

課
 

 
担

当
：

平
野

係
長

 

 
 

 
 

市
川

事
務

官
 

 
 

 
 

中
澤

事
務

官
 

 
電

話
：
0
3
-
5
2
5
3
-
5
5
1
7（

直
通

） 

 
F
A
X：

0
3
-
5
2
5
3
-
5
5
9
2
 

デジタル手続法第９号施行日（令和４年１月１１日）において施行される改正内容

上記②（戸籍の附票の写し及び戸籍の附票の除票の写しの交付に係る取扱いの変更）の内容

・本人等請求（住基法第20 条第１項）
市町村長は、特別の請求がない限り、戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報の記載を省略したものを交付する
ことができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する第12 条第５項】

・公用請求（住基法第20 条第２項）
市町村長は、特別の請求がない限り、戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報の記載を省略したものを交付する
ことができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する第12 条の２第４項】

・第三者申出（住基法第20 条第３項）
戸籍の附票の写しの利用の目的を達成するため戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報が必要である場合には、
申出者からの申出により市町村長が表示することができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する
第12 条の３第７項及び第８項】

・特定事務受任者からの申出（住基法第20 条第４項）
戸籍の附票の写しの利用の目的を達成するため戸籍の表示及び在外選挙人名簿情報が必要である場合には、
申出者からの申出により市町村長が表示することができる。【住基法第20 条第５項で読み替えて準用する
第12 条の３第７項及び第８項】

※戸籍の附票の除票の写しの交付については、住基法第２１条の３を参照

①戸籍の附票の記載事項の「出生の年月日」及び「男女の別」の追加（住基法第１７条）
②戸籍の附票の写し及び戸籍の附票の除票の写しの交付における戸籍の表示（住基法第１７条
第１号）及び在外選挙人名簿情報（住基法第１７条の２第１項）の取扱いの変更

業
務
情
報

業 務 情 報

総
行

住
第

１
４

３
号

 
令
和
３
年
１
１
月
２
５
日

  
   

各
 

都
 

道
 

府
 

県
 

知
 

事
 

殿
 

 
各

 
指

 
定

 
都
 

市
 

市
 

長
 

殿
 

   
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

  
  

  
  

  
  

  
  
 
 
 

  
総

 務
 省

 自
 治

 行
 政

 局
 長

  
（

公
印

省
略

）
 

 
 

 
  

情
報

通
信

技
術

の
活
用

に
よ

る
行

政
手

続
等

に
係

る
関

係
者

の
利

便
性

の
向

上
並

び
に

 
行

政
運

営
の

簡
素

化
及

び
効

率
化

を
図

る
た

め
の

行
政

手
続

等
に

お
け

る
情

報
通

信
の

 
技

術
の

利
用

に
関

す
る

法
律

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
の

一
部

の
施

行
期

日
を

 
定

め
る

政
令

等
に

つ
い

て
（

通
知

）
 

   
「

情
報

通
信

技
術
の

活
用

に
よ

る
行

政
手

続
等

に
係

る
関

係
者

の
利

便
性

の
向

上
並

び
に

行
政

運
営

の
簡

素
化

及
び

効
率
化

を
図

る
た

め
の

行
政

手
続

等
に

お
け

る
情

報
通

信
の

技
術

の
利

用
に

関
す

る
法

律
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

」
（

令
和

元
年
法

律
第

１
６

号
。

以
下

「
デ

ジ
タ

ル
手

続
法

」
と

い

う
。

）
第

２
条

に
よ
る

住
民

基
本

台
帳

法
（

昭
和

４
２

年
法

律
第

８
１

号
）

の
一

部
改

正
等

に
つ

き
ま

し
て

、
本

日
、

下
記
の

政
令

が
公

布
さ

れ
ま

し
た

。
 

貴
職

に
お

か
れ

て
は
、

下
記

の
事

項
に

つ
き

、
貴

都
道

府
県

内
の

指
定

都
市

を
除

く
市

町
村

（
特

別

区
を

含
む

。
）

に
対
し

て
も

こ
の

旨
周

知
願

い
ま

す
。

 
 

記
 

 第
１

 
情

報
通

信
技
術

の
活

用
に

よ
る

行
政

手
続

等
に

係
る

関
係

者
の

利
便

性
の

向
上

並
び

に
行

政
運

営
の

簡
素

化
及

び
効
率

化
を

図
る

た
め

の
行

政
手

続
等

に
お

け
る

情
報

通
信

の
技

術
の

利
用

に
関

す

る
法

律
等

の
一

部
を
改

正
す

る
法

律
の

一
部

の
施

行
期

日
を

定
め

る
政

令
（

令
和

３
年

政
令

第
３

１

２
号

）
 

デ
ジ

タ
ル

手
続

法
附
則

第
１

条
第

９
号

に
掲

げ
る

規
定

（
戸

籍
の

附
票

の
記

載
事

項
の

追
加

等
に

係
る

規
定

）
の

施
行
期

日
を

令
和

４
年

１
月

１
１

日
と

し
た

こ
と

。
 

 
第

２
 

情
報

通
信

技
術

の
活

用
に

よ
る

行
政

手
続

等
に

係
る

関
係

者
の

利
便

性
の

向
上

並
び

に
行

政
運

営
の

簡
素

化
及

び
効
率

化
を

図
る

た
め

の
行

政
手

続
等

に
お

け
る

情
報

通
信

の
技

術
の

利
用

に
関

す

る
法

律
等

の
一

部
を
改

正
す

る
法

律
附

則
第

四
条

第
二

項
及

び
第

六
項

の
政

令
で

定
め

る
日

を
定

め

る
政

令
（

令
和

３
年
政

令
第

３
１

３
号

）
 

住
民

基
本

台
帳

法
の
一

部
改

正
に

伴
う

経
過

措
置

を
定

め
る

デ
ジ

タ
ル

手
続

法
附

則
第

４
条

第
２

項
及

び
第

６
項

の
政
令

で
定

め
る

日
を

令
和

４
年

１
月

１
１

日
と

し
た

こ
と

。
 

 
 

  
  
 
日
行
連
発
第
１
３
７
３
号
 

令
和
３
年
１
２
月
２
７
日
 

 各
 
単
 
位
 会

 
長
  
 
様
 

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
 

会
 
長
 
常
 
住
 
 豊

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
総
務
部
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
部
 
長
 
宮
 
本
 
重
 則

 

 

デ
ジ
タ
ル
手
続
法
施
行
日
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
伴
う
 

戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
交
付
に
関
す
る
取
扱
い
の
変
更
に
つ
い
て
 

  標
記
の
件
に
つ
き
ま
し
て
、
今
般
、
政
府
よ
り
デ
ジ
タ
ル
手
続
法
施
行
日
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
法
が

改
正
さ
れ
、
令
和
４
年
１
月

11
日
よ
り
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に
記
載
さ
れ

る
事
項
が
変
更
さ
れ
る
旨
の
通
知
が
あ
り
ま
し
た
。
（
詳
細
は
、
別
添
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
）
 

具
体
的
に
は
、
施
行
日
以
降
に
、
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
、
自
治
体
の
窓
口
等
に
お
い
て
、
当
該
戸

籍
の
附
票
の
写
し
の
交
付
請
求
を
行
っ
た
際
に
、
交
付
さ
れ
る
写
し
の
取
扱
い
が
下
記
の
と
お
り
変
更
さ

れ
ま
す
。
 

つ
き
ま
し
て
は
、
各
単
位
会
に
か
れ
ま
し
て
所
属
会
員
へ
の
周
知
と
と
も
に
会
員
指
導
を
お
願
い
い
た

し
ま
す
。
 

な
お
、
本
会
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
当
該
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
対
応
し
た
職
務
上
請
求
書
の
様

式
改
訂
の
検
討
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
、
現
在
使
用
可
能
な
職
務
上
請
求
書
の
経
過
措
置
等

に
つ
い
て
も
検
討
を
行
っ
て
お
り
、
そ
の
取
扱
い
に
関
し
て
の
詳
細
は
、
決
ま
り
次
第
、
早
急
に
ご
案
内

申
し
上
げ
ま
す
。
 

恐
れ
入
り
ま
す
が
、
何
卒
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
 

 

記
 

 １
．
施
行
日
以
降
（
令
和
４
年
１
月

1
1
日
）
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に
記
載
さ
れ
る
事
項
 

 
①
氏
名
（
フ
ル
ネ
ー
ム
）、
②
住
所
、
③
住
所
を
定
め
た
年
月
日
、
④
生
年
月
日
、
⑤
性
別
 

 
 
※
今
般
の
改
正
に
伴
い
、
④
お
よ
び
⑤
が
追
加
さ
れ
ま
す
。
 

 ２
．
施
行
日
以
降
（
令
和
４
年
１
月

1
1
日
）
、
原
則
と
し
て
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に
記
載
さ
れ
な
い
事
項
 

 
⑥
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
⑦
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
 

 
 
※
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
利
用
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
、
⑥
お
よ
び
⑦
に
つ
い
て
の
記
載
が
必
要

で
あ
る
こ
と
を
請
求
者
が
申
し
出
た
上
で
、
市
長
村
が
認
め
る
と
き
は
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
に

⑥
お
よ
び
⑦
が
記
載
さ
れ
ま
す
。
 

 

以
上

 
＜
別
添
＞
 

・
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の

簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る

法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
等
に
つ
い
て
（
周
知
依
頼
）

（
令
和
３
年

1
2
月

2
7
日
付
事
務
連
絡
.総
務
省
自
治
行
政
局
住
民
制
度
課
）
  

・
デ
ジ
タ
ル
手
続
法
第
９
号
施
行
日
（
令
和
４
年
１
月

11
日
）
に
お
い
て
施
行
さ
れ
る
改
正
内
容
 

・
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の

簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る

法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
等
に
つ
い
て
（
通
知
）
（
令

和
３
年

1
1
月

2
5
日
付
総
行
住
第

1
4
3
号
．
総
務
省
自
治
行
政
局
長
）
 

業務情報

業
務
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報
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日
行
連
発
第
１
４
３
９
号

 
令
和
４
年
１
月
１
２
日

 
 各

 単
 位

 会
 長

  
 様

 
  

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

 
会

 長
 
常

 住
 

 豊
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
 

  
総
務
部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
 部

 長
 
宮

 本
 
重

 則
 

 
 

 
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
係
る
現
行
の
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の

 
請
求
に
用
い
る
書
式
の
取
扱
い
に
つ
い
て
（
追
加
連
絡
）

 
  令
和
４
年
１
月
７
日
付
日
行
連
発
第

1
4
25
号
に
て
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
係
る
現
行
の
職
務

上
請
求
書
を
使
用
し
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
請
求
方
法
等
に
関
し
て
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
と
こ
ろ

で
す
が
、
当
該
請
求
時
に
用
い
る
書
式
の
取
扱
い
に
つ
い
て
も
追
加
で
下
記
の
と
お
り
ご
連
絡
申
し
上

げ
ま
す
。

 
職
務
上
請
求
書
の
適
切
な
使
用
と
取
扱
い
の
観
点
か
ら
、
大
変
恐
縮
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、
本
件
に

つ
い
て
所
属
会
員
へ
周
知
い
た
だ
き
ま
す
と
と
も
に
、
各
単
位
会
に
お
か
れ
ま
し
て
も
、
厳
格
な
管
理

と
指
導
等
に
取
り
組
ま
れ
る
よ
う
重
ね
て
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

 
な
お
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
会
員
専
用
ペ
ー
ジ
に
も
本
件
を
掲
載
い
た
し
ま
す
。

 
 

記
 

 １
．
書
式
名
：

 
 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
を
請
求
す
る
際
に
、
「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
在
外
選
挙
人
登
録

情
報
」
の
記
載
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
求
め
る
た
め
の
書
式

 
 ２
．
保
管
：

 
 
自
治
体
の
窓
口
に
提
出
し
た
上
記
１
の
書
式
を
各
自
に
お
い
て
コ
ピ
ー
し
、
職
務
上
請
求
書
の
控
え
と

同
様
に
２
年
間
保
管
す
る
こ
と

 
 ３
．
職
務
上
請
求
書
の
追
加
購
入
時
の
取
扱
い
：

 
 
職
務
上
請
求
書
本
体
の
控
え
と
当
該
２
の
書
式
の
コ
ピ
ー
の
両
方
を
単
位
会
に
提
出
す
る
こ
と

 
 

 
以
上
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日
行
連
発
第
１
４
２
５
号

 
令
和
４
年
１
月
７
日

 
 各

 単
 位

 会
 長

  
 様

 
  

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

 
会

 長
 
常

 住
 

 豊
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
 

  
総
務
部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
 部

 長
 
宮

 本
 
重

 則
 

 
 

 
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
係
る
現
行
の
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
た

 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
請
求
に
つ
い
て

 
  住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
伴
い
、
令
和
４
年
１
月

1
1
日
の
改
正
法
の
施
行
日
以
降
、
戸
籍
の
附

票
の
写
し
に
記
載
さ
れ
る
事
項
が
変
更
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
令
和
３
年

1
2
月

2
7
 
日
付
日
行

連
発
第

1
37
3
号
に
て
各
単
位
会
へ
お
知
ら
せ
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

 
こ
の
こ
と
を
受
け
、
現
在
使
用
可
能
な
職
務
上
請
求
書
の
経
過
措
置
に
つ
い
て
総
務
省
及
び
法
務
省

と
調
整
を
図
っ
て
お
り
ま
し
た
が
、
今
般
、
下
記
の
と
お
り
取
扱
う
こ
と
と
な
り
ま
し
た
の
で
、
お
知

ら
せ
い
た
し
ま
す
。

 
つ
き
ま
し
て
は
、
直
前
で
の
ご
連
絡
と
な
り
大
変
恐
縮
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、
本
件
の
取
扱
い
に
関

し
て
、
所
属
会
員
へ
周
知
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

 
な
お
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
会
員
専
用
ペ
ー
ジ
に
も
本
件
に
関
し
て
、
掲
載
い
た
し
ま
す
こ
と
を

申
し
添
え
ま
す
。

 
 

記
 

 １
．
請
求
日
：
令
和
４
年
１
月

1
1
日
以
降

 
 ２
．
該
当
す
る
請
求
文
書
：

 
 
「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
」
の
い
ず
れ
か
、
ま
た
は
両
方
が
記

載
さ
れ
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し

 
 ３
．
請
求
の
方
法
：

 
 
現
行
の
職
務
上
請
求
書
に
別
紙
の
書
式
を
添
付
し
、
双
方
に
必
要
事
項
を
記
入
し
て
自
治
体
の
窓
口
に

提
出
す
る
こ
と

 
 

 
以
上

 
  ＜
別
紙
＞

 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
を
請
求
す
る
際
に
、「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）、
在
外
選
挙
人
登

録
情
報
」
の
記
載
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
求
め
る
た
め
の
書
式

 
 

＜
別

紙
書
式

＞

長
殿

令
和

年
月

日

職
務
上
請
求
書

に
記
載
し
た
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
利
用
目
的

を
達
成
す
る
に
あ
た
り
、
「
□
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
・
筆
頭
者
）

□
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
」
が

必
要
で
あ
る
の
で
記
載
を
求
め
ま
す

。

理
由
：

登
録
番
号
ま
た
は
法
人
番
号
：

行
政
書
士
氏
名
：

職
印
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日
行
連
発
第
１
４
３
９
号

 
令
和
４
年
１
月
１
２
日

 
 各

 単
 位

 会
 長

  
 様

 
  

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

 
会

 長
 
常

 住
 

 豊
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
 

  
総
務
部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
 部

 長
 
宮

 本
 
重

 則
 

 
 

 
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
係
る
現
行
の
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の

 
請
求
に
用
い
る
書
式
の
取
扱
い
に
つ
い
て
（
追
加
連
絡
）

 
  令
和
４
年
１
月
７
日
付
日
行
連
発
第

1
4
25
号
に
て
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
係
る
現
行
の
職
務

上
請
求
書
を
使
用
し
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
請
求
方
法
等
に
関
し
て
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
と
こ
ろ

で
す
が
、
当
該
請
求
時
に
用
い
る
書
式
の
取
扱
い
に
つ
い
て
も
追
加
で
下
記
の
と
お
り
ご
連
絡
申
し
上

げ
ま
す
。

 
職
務
上
請
求
書
の
適
切
な
使
用
と
取
扱
い
の
観
点
か
ら
、
大
変
恐
縮
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、
本
件
に

つ
い
て
所
属
会
員
へ
周
知
い
た
だ
き
ま
す
と
と
も
に
、
各
単
位
会
に
お
か
れ
ま
し
て
も
、
厳
格
な
管
理

と
指
導
等
に
取
り
組
ま
れ
る
よ
う
重
ね
て
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

 
な
お
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
会
員
専
用
ペ
ー
ジ
に
も
本
件
を
掲
載
い
た
し
ま
す
。

 
 

記
 

 １
．
書
式
名
：

 
 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
を
請
求
す
る
際
に
、
「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
在
外
選
挙
人
登
録

情
報
」
の
記
載
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
求
め
る
た
め
の
書
式

 
 ２
．
保
管
：

 
 
自
治
体
の
窓
口
に
提
出
し
た
上
記
１
の
書
式
を
各
自
に
お
い
て
コ
ピ
ー
し
、
職
務
上
請
求
書
の
控
え
と

同
様
に
２
年
間
保
管
す
る
こ
と

 
 ３
．
職
務
上
請
求
書
の
追
加
購
入
時
の
取
扱
い
：

 
 
職
務
上
請
求
書
本
体
の
控
え
と
当
該
２
の
書
式
の
コ
ピ
ー
の
両
方
を
単
位
会
に
提
出
す
る
こ
と

 
 

 
以
上
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業
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報

 
 

  
  
日
行
連
発
第
１
４
２
５
号

 
令
和
４
年
１
月
７
日

 
 各

 単
 位

 会
 長

  
 様

 
  

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

 
会

 長
 
常

 住
 

 豊
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
 

  
総
務
部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
 部

 長
 
宮

 本
 
重

 則
 

 
 

 
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
係
る
現
行
の
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
た

 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
請
求
に
つ
い
て

 
  住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
伴
い
、
令
和
４
年
１
月

1
1
日
の
改
正
法
の
施
行
日
以
降
、
戸
籍
の
附

票
の
写
し
に
記
載
さ
れ
る
事
項
が
変
更
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
令
和
３
年

1
2
月

2
7
 
日
付
日
行

連
発
第

1
37
3
号
に
て
各
単
位
会
へ
お
知
ら
せ
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

 
こ
の
こ
と
を
受
け
、
現
在
使
用
可
能
な
職
務
上
請
求
書
の
経
過
措
置
に
つ
い
て
総
務
省
及
び
法
務
省

と
調
整
を
図
っ
て
お
り
ま
し
た
が
、
今
般
、
下
記
の
と
お
り
取
扱
う
こ
と
と
な
り
ま
し
た
の
で
、
お
知

ら
せ
い
た
し
ま
す
。

 
つ
き
ま
し
て
は
、
直
前
で
の
ご
連
絡
と
な
り
大
変
恐
縮
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、
本
件
の
取
扱
い
に
関

し
て
、
所
属
会
員
へ
周
知
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

 
な
お
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
会
員
専
用
ペ
ー
ジ
に
も
本
件
に
関
し
て
、
掲
載
い
た
し
ま
す
こ
と
を

申
し
添
え
ま
す
。

 
 

記
 

 １
．
請
求
日
：
令
和
４
年
１
月

1
1
日
以
降

 
 ２
．
該
当
す
る
請
求
文
書
：

 
 
「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
」
の
い
ず
れ
か
、
ま
た
は
両
方
が
記

載
さ
れ
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し

 
 ３
．
請
求
の
方
法
：

 
 
現
行
の
職
務
上
請
求
書
に
別
紙
の
書
式
を
添
付
し
、
双
方
に
必
要
事
項
を
記
入
し
て
自
治
体
の
窓
口
に

提
出
す
る
こ
と

 
 

 
以
上

 
  ＜
別
紙
＞

 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
を
請
求
す
る
際
に
、「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）、
在
外
選
挙
人
登

録
情
報
」
の
記
載
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
求
め
る
た
め
の
書
式

 
 

＜
別

紙
書
式

＞

長
殿

令
和

年
月

日

職
務
上
請
求
書

に
記
載
し
た
、
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
利
用
目
的

を
達
成
す
る
に
あ
た
り
、
「
□
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
・
筆
頭
者
）

□
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
」
が

必
要
で
あ
る
の
で
記
載
を
求
め
ま
す

。

理
由
：

登
録
番
号
ま
た
は
法
人
番
号
：

行
政
書
士
氏
名
：

職
印
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※　新型コロナウイルス感染症の影響により、延期または中止になる場合があります。

新コンプライアンス研修会
研修内容 行政書士倫理、行政書士法、職務上請求書について

日　　時
令和４年４月７日（木）　１階会議室
令和４年５月12日（木）　１階会議室
令和４年６月２日（木）　１階会議室

各日
午後１時30分～午後４時30分

場　　所 茨城県開発公社ビル　１階　会議室
講　　師 会員指導委員
対　　象 会員及びその補助者
受 講 料 500円 定　　員 ６名

申込方法 メールまたはＦＡＸ
本会事務局　FAX：029-305-3732　e-mail：info@ibaraki-gyosei.or.jp

申込期限 各回とも開催日の１週間前まで 担　　当 会員指導委員会

参加申込
※太枠の中を
ご記入下さい

参加日　４/７（　　　）　５/12（　　　）　６/２（　　　）
※希望日の（　）に丸を付けてください。

参加人数　　　　　　　　　　　会員　　　　　　　　名　　　　補助者　　　　　　　　名　

会員氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　登録番号　　　　第　　　　　　　　　　　号　

補助者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　補助者番号　　　第　　　　　　　　　　　号　

支部名　　　　　　　　　　　　　　　
※遅刻や早退・中途退室の場合には、修了証がお渡しできませんので予めご了承ください。
※補助者欄は補助者が受講される場合のみご記入ください。
※受講後、職務上請求書をご購入される方は職印をお持ちください。

研
修
の
ご
案
内

研　　　修研修のご案内

 
 

  
  
日
行
連
発
第
１
６
０
５
号

 
令
和
４
年
２
月
４
日

 
 各

 単
 位

 会
 長

  
 様

 
 

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

 
会

 長
 
常

 住
 

 豊
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
 

  
総
務
部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
 部

 長
 
宮

 本
 
重

 則
 

 
 

 
住
民
基
本
台
帳
法
の
改
正
に
係
る
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
た

 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
請
求
に
関
す
る
取
扱
い
の
変
更
に
つ
い
て

 
  標
記
の
件
に
つ
い
て
は
、
令
和
４
年
１
月
７
日
付
・
日
行
連
発
第
１
４
２
５
号
及
び
１
月
１
２
日

付
・
日
行
連
発
第
１
４
３
９
号
に
て
現
行
の
職
務
上
請
求
書
を
使
用
し
て
の
戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
請

求
に
関
す
る
取
扱
い
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

 
今
般
、
１
月
の
理
事
会
に
お
い
て
、
自
治
体
に
よ
っ
て
は
、
別
紙
を
使
用
せ
ず
に
、
現
行
の
職
務
上

請
求
書
に
必
要
事
項
を
記
載
し
て
請
求
す
る
こ
と
で
、
当
該
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
・
筆
頭
者
）
、
在

外
選
挙
人
登
録
情
報
が
記
載
さ
れ
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し
が
交
付
さ
れ
る
と
の
意
見
等
が
あ
り
ま
し

た
。

 
こ
れ
を
受
け
て
、
本
会
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
会
員
の
利
便
性
と
負
担
軽
減
を
考
慮
し
、
改
め
て
総

務
省
と
も
調
整
を
図
り
、
下
記
の
と
お
り
取
扱
い
の
変
更
を
い
た
し
ま
す
の
で
、
お
知
ら
せ
い
た
し
ま

す
。

 
つ
き
ま
し
て
は
、
度
重
な
る
ご
連
絡
と
な
り
大
変
恐
縮
で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、
本
件
の
取
扱
い
に
関

し
て
、
所
属
会
員
へ
周
知
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

 
な
お
、
来
年
度
に
払
出
し
を
行
う
職
務
上
請
求
書
に
つ
い
て
は
、
現
行
様
式
の
ま
ま
と
な
り
ま
す
の

で
、
合
わ
せ
て
ご
承
知
お
き
の
ほ
ど
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

 
ま
た
、
本
件
に
関
し
て
は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
会
員
専
用
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
い
た
し
ま
す
こ
と

を
申
し
添
え
ま
す
。

 
 

記
 

  １
．
請
求
日
：
２
月
４
日
以
降

 
 ２
．
該
当
す
る
請
求
文
書
：

 
 
「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
」
の
い
ず
れ
か
、
ま
た
は
両
方
が
記

載
さ
れ
た
戸
籍
の
附
票
の
写
し

 
 ３
．
請
求
の
方
法
：

 
 

 
原
則
、
職
務
上
請
求
書
に
「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）
、
在
外
選
挙
人
登
録
情
報
」
の
い

ず
れ
か
、
ま
た
は
両
方
の
記
載
を
求
め
る
旨
を
記
入
し
て
自
治
体
の
窓
口
に
提
出
す
る
こ
と
（
添
付
参

照
）

 
 

 
※
一
部
の
自
治
体
に
よ
っ
て
は
別
紙
の
書
式
等
を
用
い
て
の
請
求
が
求
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
場
合
は
、
前
出
の
日
行
連
発
第
１
４
２
５
号
お
よ
び
１
４
３
９
号
に
準
じ
る
な
ど
、
各
自
治

体
の
取
扱
い
に
沿
っ
て
請
求
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

 
 

以
上

 
  ＜
添
付
＞

 
戸
籍
の
附
票
の
写
し
を
請
求
す
る
際
に
、「
戸
籍
の
表
示
（
本
籍
地
及
び
筆
頭
者
）」
の
記
載
が
必
要

で
あ
る
こ
と
を
求
め
る
旨
の
記
載
例

 

＜
現
行
＞

 
 

 
№

 ＊
＊
－
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

 
 戸

籍
謄

本
(戸

籍
法
第

10
条
の

2
第

3
項
）
 

住
民
票
の
写
し

(住
民
基
本
台
帳
法
第

12
条
の

3
第

2
項
) 

 
 

令
和
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 

請
 
求
 
の
 
種
 
別

 
□
戸
籍
 
□
除
籍
 
□
原
戸
籍

 
謄
 
本

 ・
 抄

 
本

 
 

通
 

□
住
民
票
 
□
除
票
 
□
戸
籍
の
附
票
 
 
 
 
 
 

 の
写
し

 
□
住
民
票
記
載
事
項
証
明
書
 

 

本
籍

 ・
 住

所
 

 （
1）

 
 

筆
頭
者
の
氏
名

 
世
帯
主
の
氏
名
 

 （
2）

 
 

請
求
に
係
る
者

 
の
氏
名
・
範
囲
 

 （
3）

 

ﾌﾘ
ｶﾞ
ﾅ 

 
範 囲 

 

氏
 
名

 
   

年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
生

 
住

民
基

本
台

帳
法

第
12

条
の

3
第

7
項

に
よ

る
基

礎
証

明
事

項
以

外
の

事
項

 
 
  

 （
4）

 

□
世
帯
主
 
□
世
帯
主
の
氏
名
及
び
世
帯
主
と
の
続
柄
 
□
本
籍
又
は
国
籍
・
地
域
 

 

□
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 

利
用

目
的

の
種

別
 

請
求
に
際
し
明
ら
か
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項

 

戸
籍
法
第

10
条
の

2第
1項

等
、
住
民
基
本
台
帳
法
第

12
条
の

3第
1項

等
に
よ
る
業
務

を
遂
行
す
る
た
め
に
必
要
な

場
合

  
  

 （
5）

 

業
務
の
種
類
：

 
依
頼
者
の
氏
名
又
は
名
称
：

 
依
頼
者
に
つ
い
て
該
当
す
る
事
由

 
□
権
利
行
使
又
は
義
務
履
行
 
□
国
等
に
提
出
 
□
そ
の
他
正
当
な
理
由

 
上
記
に
該
当
す
る
具
体
的
事
由
：

 

提
出

先
又

は
提

出
先

が
 

な
い

場
合

の
処

理
 （

6）
 

 

請
 求

 者
  

  
  

 （
7）

 
事
務
所
所
在
地

 
事

務
所

名
 

行
政
書
士
氏
名

  

行
政
書
士
会
所
属

 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
職
印

 

登
録

番
号

 
及
び
電
話
番
号

  
  

 （
8）

 

登
録
番
号

 
第
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
号

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電
話
番
号

 
 
 
 
 
 
 
－
 
 
 
 
－
 
 
 
 

 

補
 
助
 
者

 
事
務
所
所
在
地

 
氏
 
 
 
 
名

 

   
印

 

マ
ー
ク

 

様
式
第

1
号
（
第

2
条
第

2
項
関
係
）
 

＜
原
紙
＞
 

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
統
一
用
紙

 
０
３
（
６
４
３
５
）
７
３
３
０

 

等
職
務
上
請
求
書
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
長
 
殿

 

戸
籍

の
者

と
の

同
一

性
を

担
保

す
る

た
め

、
附

票
に

戸
籍

の
表

示
が

必
要

記
 
載

 
例

行
 
政

 太
 
郎

行
 
政

 
太

 
郎

ギ
ョ

ウ
セ

イ
　

タ
ロ

ウ

遺
産

分
割

協
議

書
・

相
続

関
係

説
明

図

行
 
政

 太
 
郎

①
請

求
に

係
る

者
　

被
相

続
人

の
長

男
た

る
依

頼
者

②
被

相
続

人
　

依
頼

者
の

父
〇

〇
③

戸
籍

等
を

必
要

と
す

る
事

由
　

被
相

続
人

の
相

続
人

確
定

の
た

め
　

依
頼

者
の

戸
籍

等
が

必
要

各
１

協
議

書
及

び
相

続
関

係
説

明
図

と
共

に
依

頼
者

に
交

付

〇
〇
市

〇
〇

〇

東
京

都
港

区
虎

ノ
門

〇
丁

目
〇

番
〇

号

〇
〇

〇
〇

〇
〇

１
２
３
４
５
６
７
８

１
２
３

４
５
６

７
８
９
０

東
京
都

東
京

都
港

区
虎

ノ
門

〇
丁

目
〇

番
〇

号
行

政
書

士
虎

ノ
門

事
務

所
行

政
書

士
　

虎
ノ

門
　

一
郎

一
部

業 務 情 報

業務情報

業
務
情
報
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